
◎都市緑地法等の一部を改正する法律 
（令和六年五月二九日法律第四〇号）   

一、 提案理由（令和六年五月八日・衆議院国土交通委員会） 

○斉藤（鉄）国務大臣 おはようございます。 

 ただいま議題となりました都市緑地法等の一部を改正する法律案の提案理由につきま

して御説明申し上げます。 

 近年、気候変動対策や生物多様性の確保、幸福度の向上等の課題解決に向けて、緑地

の持つ機能への期待が高まっております。これらの課題については、国際約束が合意さ

れるなど世界規模でも取組が行われており、我が国においても、温室効果ガス削減等の

目標を掲げております。我が国は世界と比較して都市における緑地の充実度が低く、ま

た減少傾向にあるとの課題もある中、これらの目標を達成し、良好な都市環境を実現す

るためには、緑地の質、量両面での確保やエネルギーの効率的な利用等の取組を強力に

進めるべく、地方公共団体や民間事業者における取組を後押しする仕組みを早急に構築

する必要があります。 

 このような趣旨から、この度、この法律案を提案することとした次第です。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、都市における緑地の保全等の取組を国家的な観点からより一層推進するため、

国土交通大臣が全国的な目標や官民の取組の方向性を示した基本方針を策定することと

し、また、市町村をまたがるような広域性、ネットワーク性を有する緑地を総合的、計

画的に保全する等の観点から、都道府県が広域計画を策定することができることとして

おります。また、都市計画を定めるに当たり、自然的環境の整備や保全の重要性を考慮

すべきこととしております。 

 第二に、地方公共団体における貴重な都市緑地の保全、更新を支援するため、緑地の

機能の維持増進を図るために行う樹木の伐採等を機能維持増進事業として位置づけ、地

方公共団体が当該事業を行う際に必要な都市計画関係手続を簡素化するための特例を創

設するほか、当該事業の実施に対し都市計画税を充当可能とするとともに、地方公共団

体に代わって緑地の買入れや機能維持増進事業を行う指定法人制度を創設する等の措置

を講ずることとしております。 

 第三に、緑と調和した都市環境の整備に民間投資を呼び込むため、民間事業者等によ

る緑地確保の取組を国土交通大臣が認定する制度を創設することとしております。また、

都市の脱炭素化に資する民間都市開発事業を国土交通大臣が認定し、認定を受けた事業

に対し民間都市開発推進機構による金融支援措置を講ずることとしております。 

 そのほか、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由です。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

二、 衆議院国土交通委員長報告（令和六年五月一四日） 



○長坂康正君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、良好な都市環境の形成を図り、併せて都市における脱炭素化を推進するた

め、所要の措置を講じようとするもので、その主な内容は、 

 第一に、国が新たに指定する都市緑化支援機構は、都道府県等の要請に基づき、一定

の緑地の買入れやその機能の維持増進を図る事業などの特定緑地保全業務を行うこと、 

 第二に、民間事業者等による緑地確保の取組や都市の脱炭素化に資する民間都市開発

事業に係る大臣認定制度を整備し、認定を受けた場合の支援措置を設けること 

などであります。 

 本案は、去る五月七日本委員会に付託され、翌八日斉藤国土交通大臣から趣旨の説明

を聴取し、十日質疑に入り、同日質疑を終了いたしました。質疑終了後、討論を行い、

採決の結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第でありま

す。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年五月一〇日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺漏なきを

期すべきである。 

一 国の基本方針を定めるに当たっては、気候変動対応、生物多様性確保、幸福度の向

上などの観点に基づく定量的な指標等を盛り込み、今後の目指すべき都市緑地の姿に

ついて具体的に示すこと。また、取組の進捗状況について定期的な把握とその評価を

実施するとともに、必要に応じて目標達成のために追加的施策を講ずること。 

二 特別緑地保全地区等内の緑地の買入れに当たっては、都市緑化支援機構が国から都

市開発資金の無利子貸付けを受けて実施する制度に加え、地方公共団体への支援の拡

充とともに、国が直接買入れを実施する制度についても追加を検討すること。 

三 機能維持増進事業の実施に当たっては、防災上危険な場所で優先的に実施するこ

と、事業実施後も緑地の状況変化に応じた継続的な対応が求められる可能性があるこ

と、地域をよく知る地域住民や有識者などの声に丁寧に対応することなどにも留意し

つつ、都市と地方それぞれの地域の実情を踏まえた取組を行うよう、また、都市緑化

支援機構が実施する場合においては、これらを踏まえた業務実施協定が締結されるよ

う周知すること。 

四 都市緑化支援機構による機能維持増進事業の対象に、新たに都道府県等が買い入れ

る土地以外の既に指定されている特別緑地保全地区等も加えるよう検討すること。 

五 都市緑化支援機構の指定に当たっては、全国での緑地の買入れや機能維持増進事業

の実施を行う法人として独占的地位が与えられることを踏まえ、その指定手続過程の

透明性を図ること。また、指定を受けた法人が、いわゆる新たな天下り先となること



を防止する観点からも、経営体制等の情報公開などを積極的に行うよう指導監督を徹

底すること。 

六 都市緑化支援機構に対する都市開発資金の無利子貸付けに当たっては、その要望額

の根拠となる機能維持増進事業等に要する費用の透明性や妥当性について十分検証を

行うとともに、全体の事業量を確認し必要十分な予算の確保に努めること。 

七 都市緑化支援機構や地方公共団体に限らず、都市緑地の維持管理を行う者として重

要な役割を担っている地域のボランティアやＮＰＯなどに対しても、持続可能な活動

を行うための財政的支援を講ずること。 

八 優良緑地確保計画について、認定手続の透明性を確保するため、開発に見合った必

要な緑地の割合を示すなど認定審査の基準を明確化すること。また、民間事業者等に

よる緑地確保の取組も重要であることを踏まえ、認定制度の効果的な活用が図られる

よう、認定を受ける具体的なメリットを十分に周知すること。 

九 都市開発により損なわれる生態系の価値と同等の土地等を確保するミティゲーショ

ン制度等の取組について、調査研究や導入の検討を進めること。 

十 都市緑地は、その立地状況から相続時に宅地開発事業者などに売却されることが多

いことを踏まえ、都市緑地の維持や保全を図る観点から、相続時の納税猶予制度の創

設や民有緑地の物納許可の拡充など税制面での負担軽減措置について検討を行うこ

と。 

十一 民間都市開発推進機構による再生可能エネルギー発電設備等への金融支援は、他

の再生可能エネルギー事業との公平な競争に配慮して、民間資金では実現しえないも

の等に限定して行うよう努めること。 

三、 参議院国土交通委員長報告（令和六年五月二二日） 

○青木愛君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、良好な都市環境の形成を図り、併せて都市における脱炭素化を推進する

ため、都市における緑地の保全及び緑化の推進に関する国土交通大臣による基本方針及

び都道府県による広域計画の策定、機能維持増進事業に係る都市計画に関する手続の特

例、都市緑化支援機構の指定、民間事業者等による緑地確保の取組の認定、都市の脱炭

素化に資する都市開発事業に対する支援の拡充等の措置を講じようとするものでありま

す。 

 委員会におきましては、国主導による都市緑地の確保に関する具体的な取組、都市緑

地の保全、更新の推進方策、都市の脱炭素化に資する認定制度の効果等について質疑が

行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して田村智子委員より本

法律案に反対する旨の意見が述べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた



しました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年五月二一日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に万全

を期すべきである。 

一 国の基本方針を定めるに当たっては、気候変動対応、生物多様性確保、幸福度の向

上などを観点とした定量的な指標等を盛り込み、今後の目指すべき都市緑地の姿につ

いて具体的に示すこと。また、都道府県や市区町村の定める計画と政策的連携が図ら

れるよう努めるとともに、取組の進捗状況について定期的な把握とその評価を実施し、

必要に応じて目標達成のために追加的施策を講ずること。 

二 特別緑地保全地区等内の緑地の買入れに当たっては、都市緑化支援機構が国から都

市開発資金の無利子貸付けを受けて実施する制度に加え、地方公共団体に対する支援

を拡充し、国が直接買入れを実施する制度についても追加を検討すること。 

三 機能維持増進事業の実施に当たっては、防災上危険な場所で優先的に実施すること、

事業実施後も緑地の状況変化に応じた継続的な対応が求められる可能性があること、

地域をよく知る地域住民や有識者などの声に丁寧に対応することなどにも留意しつつ、

都市と地方いずれもが、それぞれの地域の実情を踏まえた取組を行うよう、また、都

市緑化支援機構が実施する場合においては、これらを踏まえた業務実施協定が締結さ

れるよう周知すること。 

四 都市緑化支援機構による機能維持増進事業の対象に、新たに都道府県等が買い入れ

る土地以外の既に指定されている特別緑地保全地区等も加えるよう検討すること。 

五 都市緑化支援機構の指定に当たっては、全国での緑地の買入れや機能維持増進事業

の実施を行う法人として全国を通じて一に限ることを踏まえ、その手続過程の透明性

を図ること。また、指定を受けた法人が、いわゆる新たな天下り先となることを防止

する観点からも、経営体制等の情報公開などを積極的に行うよう指導監督を徹底する

こと。 

六 都市緑化支援機構に対する都市開発資金の無利子貸付けに当たっては、その要望額

の根拠となる機能維持増進事業等に要する費用の透明性を確保し、その妥当性につい

て十分検証を行うとともに、全体の事業量を確認し必要十分な予算の確保に努めるこ

と。 

七 都市緑化支援機構や地方公共団体に限らず、都市緑地の維持管理を行う者として重

要な役割を担っている地域のボランティアやＮＰＯなどに対しても、持続可能な活動

を行うための税財政上の支援を講ずること。 

八 優良緑地確保計画について、認定手続の透明性を確保するため、開発に見合った必

要な緑地の割合を示すなど認定審査の基準を明確化すること。また、民間事業者等に



よる緑地確保の取組も重要であることを踏まえ、認定制度の効果的な活用が図られる

よう、認定を受ける具体的なメリットを十分に周知すること。 

九 都市開発により損なわれる生態系の価値と同等の土地等を確保するミティゲーショ

ン制度等の取組について、調査研究や導入の検討を進めること。 

十 都市緑地は、その立地上、相続時に宅地開発事業者などに売却されることが多いこ

とを踏まえ、都市緑地の維持や保全を図る観点から、相続時の納税猶予制度の創設や

民有緑地の物納許可の拡充など税制面での負担軽減措置について検討を行うこと。 

十一 オフサイトにおける整備を含む再生可能エネルギー発電設備等に対する民間都市

開発推進機構による金融支援は、他の再生可能エネルギー事業との公平な競争に配慮

して、民間資金では実現しえないもの等に限定して行うよう努めるとともに、他の公

的支援と重ならない公平なものとすること。 

十二 グリーンインフラは、自然を資本として社会資本の整備やまちづくり等に取り入

れることで、防災・減災等のインフラとしての機能を発揮するとされ、都市の持続可

能性を高めることが見込まれることから、海外の先進事例を参考として、今後、その

導入に向けた取組を一層推進すること。 

  右決議する。 


